
第 1号様式 (第H条 、第13条、第14条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 (新 規 ・ 変 更)

1 王所 ( 法人にあっ

ては、 L た る Ⅲ務所
の所在地)

京都市下京区四条通河原町西入真町52番地

氏 名 (法人にあっ

ては、名称及び代表

者の氏 名)
株式会社 高島屋京都店 執 行役員店長 松 原 久男

事業者の主たる
業種 百貨店

該当する事業者
要件

マ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条第 1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算 して1.500キ

「

ロリットル以上) )

京都府地球温暖化対策条例施行規則第1 0条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス1 0 0台以
上/タ クシー1 5 0台以上/鉄 道車両1 5 0両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 1 0条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化
炭宗に換算して8 , 0 0 0トシ以上) )

「

計 画 期 間 平成 20 年  4 月 平成 23 年  3 月

基 本 方 釧
エネルギ ・水道消費の削減、廃棄物排出量の削減等、全部門環境マネシ

'ル
トシステム1こより前年実積の1%の部1減を目指す

推 進 体 制
店長を本部長とする環境 ・社会貢献委員会及び省エネルギ 推進委員会を月例開催

界 境 マ ネ シ メ ン トシ ス テ ム 名 杯 lSU14001 lS014001

適 用 範 囲 承 笥j ア占 落 西 盾

取 得 年 月 日 2 0 0 1年2月2 3日 2001匂F2月 23日

年度 ことの具体
的な取組及び措
置の計画

年 F y F 設 備 、 対 象 、 工 程 等 計 画 内 容

平成2 0年度 京都店 受変化設備更新による高効率変l t器の採庁i  舛 降機設備のイシA・ウ化の実施年によ り竜 力駐1 2 0千卜, h削減

平成2 1年十賢 京都店 や濁機設備更新時ての十シA 夕の採用 夕 Fヽ‐凍性更訂崎h効4機の採用 ,1降機設備のイラA '化交Ft年により電力最1うrいh印は

平成2 2年度 京都店 骨調磯設備更新時での台エネヘルト及びイシA .夕の採用、昇降機設備のインド タ化実施等によ り1 0千いh沖1減

平成2 0年度 洛西店 官調機設備更新時での台エネヘ
`ル

ト及びイか
'夕

の採 l R ( l期 r i事) 5 0千 k , b削減

平成21年度 洛西店 仁滅験設備吏新時での省エネヘルト及びイシハ タの採 4 1 ( 2朗 工毎) 5 0千 k , h沖1減

｀
F成 22年度 洛西店 ] 'ス 用冷却水ホン7の ウド タの採用2 2子に、h沖1減

温軍効果カスの

排出量等 排出区分
基 昨 年 反 ( 実 額 '

( 19 )年 度
( 1磯 化炭嘉換算)

日 保 平 反 ( n T 凹 ノ

(  2 2  )年 度
( 1 酸 化炭拝換算)

増減率
(計画)

A事 業所等排出区分 189 %

B輸 送 車両排 出区分

cそ の他排出区分

排出合計 18,384  t 21,867  t 189 1%

目標設定の考え方
Iネルギ 中長期計い1に基づき19年度熱也換算1毎ネルキ

'総
使用柱47 6 . 2 1 4 M J、十1標年度エネルキ‐総使

サキ!主46 8 , 0 8 2 M J、削減最 17 1町、原油換算教1とで 1, 4町削減。

原単位当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標 基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 増減率 (計画)

京都店
二酸 化炭 素換鼻

(延床面積 ×営業時間)
0.035        t一C02/コざ・h 0.043  t C02/ボ ・h 22,9  %

洛西店
二酸化炭素換算

(延床面積×営業時附1)
0 050        1-C02/コだ。h 0.049      1-C02/nf h 20 %

二酸化炭素換算
イ
%

原 早 4 立の 相 係 奴 ひ H T 国 製 但 萩 疋 の

考え方           ` 延べ床面積 (千耐 )× 延ぺ営業時憎1 京 都店458.180(119)456う 06(122)、 洛内Pi45 962(H19)45,836(122)

で1/p t t 1 / p地球温
暖化対策による
温室効果ガスの

削減量等

対策等の区分
目標年度 (計画)

収 組 量 等 ( 1確 化炭素換算)

森林の保全及び整備 (雑備面積) (岐1文最) [

府 内 産 の 木 材 の 利 用 (利用暑) 1113 (静1減母) t

自然エネルギーを利用した電力又
は熱の供給

( 売竜 記) (沖1減社) t

(熱供給 雛) ( 局け減 竜 ) t

グリー ン電力の購入 (購入量) (削減豊) t

削減量等合計 t

差引排出量

( 排出1合古|―削減告イ)計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 増減率 (計画)

t 41              21857 t 189%

地球温暖1し対束
に資する社会貢
献活動

200211より 「びわこ地球市民の奈」での撤樹活動、近,1:八幡北之IL沢での水辺の活椰活動
紳 if職、ウル]トリサィケル匝i収 。 た官学市民が取り組むびっくり|エコ100選もったいないから始めるやさしい暮らしの失施
夏場の冷房拓i度を緩和する取り4■みの推進 ・ ド1然の中で地球環境を肌ではじる奉休みエコ体験会の開ti

侍 記  事  項 ・当社では、平成2 0年4月より電力需給契約会社を変更したため、二酸化炭素換算係数が変りC 0 2排出量増加が予想されま
すが、原油換算数値で- 1 . 7 4銘削減を見込んでおります。上記の取り組み、環境マネシ

'ル
トシステムの手法をいかしたC 0 2排出量の

抑制に努めてまいります。

r r  l該 ど、する□には、 レ ロ1を, C入してください。キ予定 事業i以 外で自i参 加される予実言の方は、 レロ1のH L人は不要です。

2「 基準年度」とは計山1期間の前f l度を、 「F l標年度」とは計L H l期間の駐終年度をいいます。

3「 車業所特排出区分」とは京都府内の事業所等の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発
′とする温生効果ガスを、 「輸送 Ⅲ r l排出|て分」 とは自動車運送事業者に

ついては使, 1の本拠の位置を京都府内とする卓 l lの排出する温室効果ガスを 鉄 道 事業者については1共有する貨物Ⅲ両又は旅各 申 I lの排! | |する温生効果ガスを、 「そ
の他排ど」に分〕 とは L配以外の京都府内における事米所年の 事業活動にl rい発生する温午効果ガスをいいます。

4「 原単位 肖た りの温宝幼呆ガス排出歌尊Jの 「ナ‖途r (分」には O O● 増 事 務所などの舛1途をH L大してください。 「原 単位の指悌Jに は 分 1■の 「と確化炭芸快
算Jの ドに分母となる指標 (′l tた数柱 延 べ床両千自、と行距離等)を 記入してください。

S「 特記事取」には 平 成 2年 度 ( 1 9 9 ( )年 度)を 表準 とした排出駐の対比や台エネ製品開発など他イのi R在効果ガス排| | 1削減への,【献  グ リー シ調達の採‖|、4予定
フロンなどの条例指定外の温室効果ガスの削減な どを記入 してください。


